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1. はじめに 

 “木賃ベルト地域”と呼ばれる東京の近郊住宅地域

は，都市開発史上，災害に脆弱な街区として低く評価

され，積極的に基盤整備が行わないままにきた．一方

で，別の視点から注目してみると，この地域において

は多くの人々（約 95％）が徒歩や公共交通を用い，駅

近辺の賑やかな商店街で買い物をし，活発なコミュニ

ティを形成するなど，理想的な生活が実現されている

と言える． 

そこで，これらの地域を肯定的に捉え直し，特に優

れたいくつかの駅とその周辺の商業地・居住形態を“徒

歩・公共交通を志向した小規模都市開発”の成功サン

プルとして解析し，相当量存在する同様の基盤を活か

した新たな都市開発への示唆を得たい． 

 

図 1．東京都心部と木賃ベルト 

2. 木賃ベルト地域のマクロ分析 

2.1 商業と駅の親密性 

 木賃ベルト地域における商業が，鉄道駅とどの程度

の親密性を持つかを調べるため，地域内の商業集積地

（商店街）の年間販売額や総売場面積に占める，駅周

辺型の比率を求める．解析を行ったのは図 1 の網掛部

（山手線～環状八号線）の商業集積地．データは平成 9

年（1997），平成 14 年度（2002）の東京都商業統計調

査に依拠した． 

 グラフ１，２からわかるように，木賃ベルト地域に

おいて駅周辺型の商業集積地は，年間販売額，売場面

積の両方において約 70％のシェアを占め，購買活動は

駅周辺において最も盛んであると言える． 

2.2 駅周辺商業地の衰退 

一方で同グラフからは，H9・H14 の 5 年間に駅周辺

型のシェアが低下していることがわかる．また，この

期間の鉄道利用者が減少（－７％）していることとあ

いまって，木賃ベルト地域の駅周辺型商業地は軒並み

衰退している（グラフ３）．この間，23 区の人口は微増

（＋１％）しており，したがって当地域においては駅

を中心としない生活へのシフトが起こっていたと思わ

れる． 
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グラフ１．年間販売額（百万円）
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グラフ２．商業集積地の売場面積（㎡） 
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 多くの駅とその周辺商業集積地において乗降人員・

年間販売額共に減少する一方で，グラフ３の梅屋敷の

ように，乗降人員を減じながらも販売額を上昇させた

例も存在する．このような街には何らかの優れた資質

が備わっており，それによって，この５年に良い方向

へ変化することができたのではないかと考えた．そこ

で，以下のような仮説を立て，実際に検証を行ってい

くこととした．（下段に行くほど根源的な資質） 
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図 2．商業地（街）の盛衰要因仮定 

3. 実例の詳細分析と考察 

 今回は数値的に差異を説明できそうな，自動車の日

常的利用の可否について，2 つの駅とその周辺商業地・

住宅地を比較する．2地域のデータは表 1 の通り． 

  梅屋敷 桜台 平均 

乗降人員（万人/日） 1.41 1.43 2.54 

販売額（億円/年） 94 48 56 

店舗数 157 92 100 

売場面積(m2) 6,950 3,915 4,740 

乗降人員あたり売上(円/日) 1835 910 667 

面積あたり売上(万円/m2/年) 135 121 122 

店舗あたり売上(百万円/年) 60 52 65 

表 1．梅屋敷と桜台データ（平均母は大型店舗のない 37 駅） 

 表から分かる範囲で，梅屋敷は販売効率が非常に高

いことが伺える．この背景に，自動車使用のしづらい

街区，あるいは根本的な自動車台数の少なさなどがあ

ると考えられる．そこでこの 2 地域について単純駅勢

圏を 500mと仮定した上で，圏内の自動車保有状況を悉

皆調査し，プロット・集計を行った．（図３，表２） 

 

図 3．プロット作業の一部 

 梅屋敷 桜台 

車庫 2157 2146 

月極 1438 1378 

コインパーキング 240 399 

業務車輌 393 405 

店舗来客用 222 159 

表 2．駐車場悉皆調査の結果 

 上記の通り，あまり有意な差は見られなかったとい

ってよく，駅周辺の商業の活発さに車保有台数に明確

な差が出るという仮定の妥当性は否定されと言ってよ

い．ただし，日常的自動車利用率のようなデータには

差異が存在する可能性はある．また，実際に 500m 圏

を踏査した実感では，梅屋敷と桜台では、梅屋敷地域

のほうが，街区が入り組んでおり，道が細く，一方通

行が多いなど，やはり自動車利用はしづらそうな印象

を受けた． 

4. 結論と今後の方針 

 今回は準備段階実験のデータのみしか用いられなか

ったため，有意な結果は得られなかったが，数個のサ

ンプル地を踏査した直感では，図２の仮定は十分に商

業地（街）の盛衰を説明するに足りる要素であるよう

に思える． 

 今後，さらに調査を重ね，図 2 の仮定を実証してい

きたい．またそのために，定量的な指標を用いて（自

動車利用で言えば，日常自動車利用率や，街区の走行

自由度等）表現できるよう改善していきたいと考えて

いる． 
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グラフ３．乗降人員比と販売額比（H9→H14）（％） 
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